様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　　2021年　1月　10日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）
                              　一般事業主の氏名又は名称 
（ふりがな）ふじもとまさよし
                              （法人の場合）代表者の氏名 藤本　昌義    印
住所　〒100-8691 東京都千代田区内幸町2-1-1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　双日株式会社
法人番号　　5010401049977　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 中期経営計画2020～Commitment to Growth～
2 株主通信双　2019夏号
3 第17回定時株主総会　招集通知・事業報告
4 当社ホームページ「イノベーションの創出」

	公表日
	1 2018年5月1日
2 2019年6月
3 2020年6月
4 2020年12月

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 https://www.sojitz.com/jp/news/docs/2020.pdf
2 https://www.sojitz.com/jp/ir/reports/stkholder/upload/sou15.pdf
3 https://www.sojitz.com/jp/ir/stkholder/general/
4 https://www.sojitz.com/jp/special/projects/detail/post-7.php

	記載内容抜粋
	1 P.16　更なる成長に向けて②「新しい領域へのチャレンジ」「新技術による生産性向上」
「POST中計2020における更なる成長を見据えた取り組みとして、デジタル革命や新技術によるビジネスモデルの変化に経営が主体となり取り組み、イノベーションの創出・機能の獲得・強化に努める」
2 P.4特集「中期経営計画2020～ Commitment to Growth～」“着実な成長の実現”を支える
「双日グループが長期にわたり着実な成長を実現する為には、既存の事業で安定した収益を上げつつ、自由な発想でイノベーションを創出し、さらなる収益を生み出す機能を獲得、強化することが欠かせません。そして、デジタル革命や新技術によるビジネスモデルの変化という時代の流れに対応していくことも重要です」
3 第17回定時株主総会招集ご通知P.45に「更なる成長に向けた取り組みとして、世界各国のスタートアップ企業を投資対象としたコーポレートベンチャーキャピタルを設立し、イノベーションの創出、機能の獲得・強化を進めております」と記載
また、事業報告映像で具体的な取組について説明（0:13:30～0:14:15）
4 「既存のビジネスを進化・発展させ、新規ビジネスを創出していくためには、イノベーションを取り入れた機能の獲得・強化と、それを実現するための一人ひとりの“発想”が必要不可欠です」

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	1 2018年5月1日開催の当社取締役会で決裁を取得
2 ①の戦略に基づいて作成された内容であり、公表媒体である株主通信に記載されている事項
3 ①の戦略に基づいて作成された内容であり、公表媒体である招集通知や事業報告映像に掲載されている事項
4 ①の戦略に基づいて進めている取組みであり、当社ホームページに掲載しているもの



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 中期経営計画2020～ Commitment to Growth～
2 株主通信双　2019夏号
3 第17回定時株主総会　招集通知・事業報告
4 当社ホームページ「イノベーションの創出」

	公表日
	1 2018年5月1日
2 2019年6月
3 2020年6月
4 2020年12月

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 https://www.sojitz.com/jp/news/docs/2020.pdf
2 https://www.sojitz.com/jp/ir/reports/stkholder/upload/sou15.pdf
3 https://www.sojitz.com/jp/ir/stkholder/general/
4 https://www.sojitz.com/jp/special/projects/detail/post-7.php

	記載内容抜粋
	1 P.16　更なる成長に向けて②「新しい領域へのチャレンジ」「新技術による生産性向上」
「POST中計2020における更なる成長を見据えた取り組みとして、デジタル革命や新技術によるビジネスモデルの変化に経営が主体となり取り組み、イノベーションの創出・機能の獲得・強化に努める」
2 P.4特集「中期経営計画2020～ Commitment to Growth～」“着実な成長の実現”を支える
「双日グループが長期にわたり着実な成長を実現する為には、既存の事業で安定した収益を上げつつ、自由な発想でイノベーションを創出し、さらなる収益を生み出す機能を獲得、強化することが欠かせません。そして、デジタル革命や新技術によるビジネスモデルの変化という時代の流れに対応していくことも重要です」
3 招集通知に「更なる成長に向けた取り組みとして、世界各国のスタートアップ企業を投資対象としたコーポレートベンチャーキャピタルを設立し、イノベーションの創出、機能の獲得・強化を進めております」と記載
また、事業報告映像で具体的な取組について説明
4 「既存のビジネスを進化・発展させ、新規ビジネスを創出していくためには、イノベーションを取り入れた機能の獲得・強化と、それを実現するための一人ひとりの“発想”が必要不可欠です」

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	1 2018年5月1日開催の当社取締役会で決裁を取得
2 ①の戦略に基づいて作成された内容であり、公表媒体である株主通信に記載されている事項
3 ①の戦略に基づいて作成された内容であり、公表媒体である招集通知や事業報告映像に掲載されている事項
4 ①の戦略に基づいて進めている取組みであり、当社ホームページに掲載しているもの



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	1 株主通信 双　2019夏号
P.4特集「中期経営計画2020～ Commitment to Growth～」“着実な成長の実現”を支える
②　統合報告書2019　Commitment to Growth
    P.42、43 人材力の最大化に向けて

	記載内容抜粋
	1 2018年4月に新技術によるビジネスモデルの変化という時代の流れに対応していくことが重要であるという観点から「ビジネスイノベーション推進室」を新設し、経営と一体となり、デジタル技術を活用して既存事業の生産性の向上を図るとともに、新技術・サービスを持つスタートアップ企業との協業を通じた新たな事業領域の開拓に向けて全社を挙げて取り組む。
2 将来を担う人材に新たな挑戦の場を提供し、事業経営を行える人材を育成し、人材力の最大化、イノベーションの創出につなげ、持続的な成長を実現していく。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	[bookmark: _GoBack]2019年1月24日 News Release 「機構改革および役員人事の件」P.2
https://www.sojitz.com/jp/news/docs/190124.pdf

	記載内容抜粋
	次期基幹システム導入に向けERP刷新推進室を設置



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①　株主通信 双　2019夏号
P.5特集「双日のビジネスイノベーション」
②　当社ホームページ「人材戦略」セクション

	公表日
	1 2019年6月
②　随時更新

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 https://www.sojitz.com/jp/ir/reports/stkholder/upload/sou15.pdf
2 https://www.sojitz.com/jp/csr/employee/strategy/

	記載内容抜粋
	1 「RPA導入による定型業務自動化ニーズの全社調査をした結果、営業担当者が取り扱う貿易書類や伝票処理など、双日本体だけで約600業務、累計約6万時間分に及ぶ自動化ニーズが集まりました。この中から自動化の可否や効果、自動化に伴うリスクなどを検討しながら、全社共通業務で横展開可能なロボットや、横展開は難しくとも業務時間削減効果の高いロボットを優先的に開発。2019年3月末までに26体のロボットを製作し、その結果、合計で年間4,500時間分の業務削減を見込んでいます。」
2 「デジタル技術やデータの活用がビジネスにおける大前提となる中、そのようなデジタル社会に自ら適用し、価値創造を行うことができる人材をDX人材と定義し、育成に注力しています。
（その一環として）ITリテラシーの基礎となる国家資格「ITパスポート」の受験料を会社負担し、年齢に関わらず、全社員の取得を奨励しています。2020年11月時点で、122名が既に合格しており、今後更なる取得の推進をはかり、会社全体でのITリテラシー向上に取り組んでいきます。」



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	1 2019年8月
2 2020年12月

	発信方法
	1 統合報告書2019 P.21「社長メッセージ」
https://www.sojitz.com/jp/ir/reports/annual/upload/ar2019j_a4.pdf
2 当社ホームページ「イノベーションの創出」
https://www.sojitz.com/jp/special/projects/detail/post-7.php

	発信内容
	1 「デジタル革命や新技術によるビジネスモデルの変化も、新たな事業機会として認識し、対応を進めています。2018年にビジネスイノベーション推進室を設置し、先端技術を活用した新領域へのチャレンジと生産性向上の双方を見据えて、イノベーションに関する情報を集約しつつ、経営とタイムリーに共有しています。当期は世界各国のスタートアップ企業を投資対象としたコーポレートベンチャーキャピタルを米国に設立した他、イノベーションに資する投融資の枠組みを新たに設けました。加えて、世界有数のスタートアップ集積国であるインドのベンチャーファンドに出資し、多くのIT技術者や起業家が集まるベンガロールに新たな出張所を設置、米国サンノゼに続くイノベーション活動の重要拠点と位置付けています。これらを活用して、これまでに培った事業創出のノウハウを、発展の余地が十分にあるアジアで発揮していきたいと考えています。同時に、生産性向上に向けては「働き方」のイノベーションが重要になります。そこで一部の業務に取り入れているRPAの導入範囲をさらに拡大し、定型業務の効率化と質的向上を図っていきます。これによって、従業員の創造的な活動に充てていく時間を増やし、“新たな発想”の実現に挑戦する為の環境を整備していきます。」
2 「環境が大きく変わり始めている今、イノベーションによるビジネスモデルの変革が不可欠です。そこで双日グループでは、中期経営計画2020における成長に向けた取組みの一つとしてイノベーションへの投資を進めてきました。現在取り組んでいるものも含め、双日グループは新しい中期経営計画において、さらに20年、30年後も見据えて長期的にイノベーションのための投資を続ける必要があります。」



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	1 2020年9月25日
2 2020年10月12日
3 2020年12月24日

	実施内容
	1 全社グループの基幹システムの刷新に係る中長期計画の現状・方向性の確認、課題や取り組み方法について経営会議の場で共有・議論を実施
2 先端技術を活用した新領域へのチャレンジ、スタートアップとの協業を行う投資や、デジタル技術の取り込み等を含めた全社DX推進に関する状況の整理、課題の整理等を経営会議の場で共有・議論を実施
3 全社グループのシステム投資計画やその進捗、課題や今後の方針を経営会議の場で共有・議論を実施



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2016年4月頃　～継続中

	実施内容
	・当社では情報管理やITセキュリティに関する規程や運営要領を制定している他、サイバーセキュリティ事案発生時に備え「サイバーセキュリティ事案発生時の対応要領」を制定、情報セキュリティ分科会などを通じて常時適切に見直している。また、当社グループの連結子会社においても、同様の規程や運営要領の制定を義務付けている。
・セキュリティ監査については、本社及び連結子会社を対象とした定期的な年次の内部監査においてIT・情報セキュリティについて監査項目の一つとしており、IT・情報セキュリティ分野にかかわる監査の強化も検討中。
・機密情報を保有する連結子会社についてはより厳重なセキュリティ対策を講じる必要性があると考えており、2017年度～2019年度に法令等で厳格な管理が求められるものに加え、情報漏洩が発生した際に国家や第三者に甚大な影響があると考えられる情報に関する限定監査をグループ会社全社で実施。
・機密情報を保持し得る事業を新たに買収、開始する場合には、検討の段階からIT関連部がサポート・指示を行うことで、機密情報漏洩対策を徹底している。
・直近でセキュリティ事案は発生していない。発生時に備え「サイバーセキュリティ事案発生時の対応要領」を社内で制定しており、問題発生時には当要領に従う。具体的には、総務IT業務部が事務局を担う情報セキュリティ分科会が被害を最小限にする為に外部機関及び内部関係者と連携し、技術的な観点から確認・調査・指示を行う。また、状況を速やかに社長及び経営メンバーに報告し、対応方針を協議する体制をとる。
平時には、情報セキュリティ分科会の下でサイバーセキュリティ関連事項について常時議論・情報共有がされ、定期的に経営会議に報告・共有がされる体制となっている。
・当社グループ全体で合計6名の情報処理安全確保支援士が在籍しており、サイバーセキュリティ対策の実施等において重要な役割を担っている。
・その他、当社グループ社員は情報管理・情報セキュリティに関する法令及び規則に加え、「情報管理規定」「ITセキュリティ規程」等の関連規程の遵守が義務つけられている。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

